平成２８年度地域材利用拡大緊急対策事業の概要

（広葉樹材の活用によるしいたけ生産支援対策）
１．目的
　戦後造成した人工林が本格的利用期を迎える中、山村に広がる豊富な森林資源を循環利用し、林業の成長産業化を実現するためには地域材の需要拡大を図ることが課題となっている。
　このうち、原木しいたけ生産などに供されるクヌギ、コナラ等の広葉樹材については、最近における原木しいたけ（生、乾）の需要の低迷等によりその利用が減少傾向にある。このことにより、本来きのこ用の原木林等として保持･育成されてきた里山林等の手入れ不足等を招いているばかりでなく、大径材化等が進行し、将来的な利用の面で憂慮される事態となっている。
　さらに、福島原発事故による風評被害等から、しいたけ等の原木きのこ生産が大きな打撃を受けるとともに、しいたけ原木の汚染により原木需給が逼迫し、原木しいたけ生産を諦める生産者も増加していることから、これら生産者の経営の安定化を図り、原木としての地域材利用を増大させることが必要となっている。
　このため、原木しいたけなどの生産に供される広葉樹材の活用を積極的に推進する観点から、作業の効率化や栽培工程の管理・改善など、生産者団体等が行う原木しいたけの生産性や品質向上に向けた実証的な取組に対し支援措置を講じる。
２．内容
　しいたけ価格の低下及び原木価格の高騰などによる植菌量の減少に伴い、原木しいたけ生産にかかる広葉樹材の活用が減少していることから、積極的に生産性や品質向上に向けた取組を行う生産者へ資材の導入経費を支援し、広葉樹材の活用を促進する。
　また、生産者への説明会及び現地検討会にかかる経費に対して支援を行う。
【生産資材導入経費の支援】
（１）原木しいたけの生産性の向上に向けた取組の場合
 　ア　　平成２９年において、新たに栽培工程を改善して収量を増大する、コストを削減するなどにより、生産性向上に繋がる取組を行う場合の原木・種駒の導入に助成（ただし、その取組内容を具体的かつ客観的なデータ等により明らかにすることが可能な場合に限る。助成対象は当該対象分に限る）。
　イ　新たに原木しいたけ生産を行う場合の原木・種駒の導入に助成（ただし、次年度以降も継続生産する意思がある者に限る。助成対象は当該対象分に限る）。
（２）原木しいたけの品質向上に向けた取組の場合
　　　平成２９年において、新たに栽培工程を改善して品質の優れたしいたけを生産するなどにより、品質向上に繋がる取組を行う場合の原木・種駒の導入に助成（ただし、その取組内容を具体的かつ客観的なデータ等により明らかにすることが可能な場合に限る。助成対象は当該対象分に限る）。
【説明会や現地検討会経費の支援】
（３）上記（１）､（２）を実施する場合の説明会や現地検討会などにかかる経費を支援。
３．助成金
助成の対象となる経費については、本事業の実施に直接必要な経費のうち以下の経費。
（１）生産資材導入費
原木の導入については流通しているものを導入する際は導入価格に１/２を乗じた価格以下とし、1本当たり100円を上限とする。立木購入の際は購入価格に１/２を乗じた価格以下とし、1本当たり65円を上限とする。自らが所有している山林から原木を調達する際は1本当たり56円とする。
　　種駒の導入については導入価格に１／２を乗じた価格以下とし、１駒当たり1円を上限とする。
（２）生産性及び品質向上に向けた取組の実施に係る説明会等経費
謝金、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料【定額】
留意点
  ○1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨て。
  ○説明会や現地検討会の経費への支援は、生産性向上に向けた取組及び品
  　質向上に向けた取組と一体的に実施する場合に限る（技術者給、賃金、委
 　 託費、飲食費及び公共交通機関以外の交通費は対象外）。
　○本事業と同一内容の補助金等の交付を受けている経費は対象外。
４．助成団体要件
本事業に取り組む者が5名以上である生産者団体等（森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人、林業者の組織する団体、地方公共団体等の出資する法人及び民間団体。）とし、以下の全ての要件を満たすものとする。なお、民間団体については、公益的観点からしいたけ栽培技術の普及を事業目的とした民間団体であり、原木しいたけの品質向上に向けた取組を事業対象とし、その取組成果を広く普及する団体とする。
（１）本事業の目的・主旨を十分理解していること。
（２）本事業を行う意思及び具体的計画を有し、本事業を的確に実施できる能力を有すること。
（３）本事業に係る経理及びその他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有すること（定款、寄付行為、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書等を備えていること。）。
（４）原木しいたけの生産に関する知見を有すること。
（５）本事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。
（６）本事業において知り得た情報の秘密の保持を徹底すること。
５．事業実施期間
    事業実施期間は、助成金の交付決定の日から平成２９年３月１０日までとする。
６．公募
日本特用林産振興会のホームページにおいて助成団体の公募を行う。
提出に当たっては、事業計画提案書の様式に従い１０部作成し、提案者（団体）の概要が分かる資料を２部添付の上、期日までに日本特用林産振興会へ郵送する。
留意点
  ○提出した事業計画提案書等は返却しない。
　○提出した事業計画提案書等は変更又は取消しができない。
  ○事業計画提案書等は提出者に無断で使用しない。
　○事業計画提案書等に虚偽の記載をした場合又は公募要件を有しない場合は無効。
　○事業計画提案書等作成及び提出に係る費用は提出者負担。
　○以下の取組は本事業の対象外となる。
    ・　本事業の成果について、その利用を制限し公益の利用に供しない取組
　　・　営利目的の活動や活動対象が応募者の会員等に限定された取組。
７．選定方法
外部の有識者を交えた選定審査委員会による審査を行い、事業計画提案書等を提出した者の中から、事業実施主体となり得る候補（以下「補助金交付候補者」という。）を事業内容及び実施方法、事業の効果、事業実施主体の適格性などについて審査し選定。
留意点
  ○審査の公平性、中立性の確保の観点から、委員の審査業務については以下を制限。
    ・　委員は提案を行うことはできない。
    ・　委員は、委員本人と関係を有する団体等が行った提案を審査する場
      合、当該審査に係わることはできない。
  ○審査委員会の議事録は非公開とし、審査に関する問い合わせは不可。
  ○審査結果は通知し、補助金交付候補者については氏名・名称を公開。
８．事業完了
事業が完了した日から１ヶ月以内又は平成２９年３月１０日のいずれか早い期日までに実施報告書を提出する。
留意点
  　○事業完了した場合は、現地にて確実に完了したことを確認し、実施報告書に　現地確認書を添付する。
９．スケジュール
平成２８年１１月２２日　第1回検討委員会（今後の進め方等について）
平成２８年１２月上旬　　助成規程、公募要領作成
平成２８年１２月中旬　　助成団体の公募開始（１か月程度）
平成２９年　１月下旬　　助成団体を審査・決定
平成２９年　２月上旬　　助成団体への交付決定、事業実施
平成２９年　３月１０日　事業完了
